
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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政 策 84-156栁原　寅雄

作成日

内線

視聴覚ライブラリー管理運営事業

部局名

大村市の社会教育及び学校教育の振興を図るため、昭和４９年に設置
・教材及び機材の貸出し及び整備
・教材目録の作成　　・ライブラリーだよりの発行（毎月)　　・ホームページによる情報提供
・申請に基づく出前映画会を開催する。（H２４から）
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視聴覚ライブラリー管理運営事業

　視聴覚ライブラリーの教材及び機材の整備充実を計画的に行うとともに、その利用を促進し、視聴覚教育及び
市民の情報活用能力の向上を図り、生涯学習の取り組みの促進を図る。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　視聴覚教材、機材は、学校教育・社会教育の振興のため必要なものであり、教材、機材の修繕、更新を最低限行っていく必要
があるため、これ以上の削減は見込めない。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

　H25年度から引き続き出前映画会を開催しているが、徐々に申請が増えてきている。
また視聴覚教材を利用した公民館講座も実施している。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　視聴覚教材を活用した講座の企画、また、コミセン設備を活用した映写会等を実施していく。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

　視聴覚教材の活用の促進が図られる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

　視聴覚教材、機材の貸し出しは、教育上の目的で使用する場合に限ると規則で規定しており、社会教育及び学校教育での利
用を促進し、視聴覚教育の振興を図るために有料化することは適当ではない。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

　教材、機材貸出利用件数及び人数はやや減少しているが、多様化する学習ニーズに対応できるよう教材、機材を整備するこ
とで、視聴覚教育の振興に寄与している。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　教育施設及び社会教育団体において視聴覚教育に利用されており、今後購入する教材を利用増加が見込まれるＤＶＤなど
のメディアに更新し教材購入を行うことで、今後の更なる学習ニーズに対応できる。

やや低い

該当なし

　視聴覚教材(ビデオテープや16ミリフィルム）や視聴覚機材（プロジェクターなど）が老朽化してきてい
る。

高い やや高い 低い

低い

　市が所有する視聴覚教材や機材を無料で貸し出しているため、学校等の教育機関や社会教育団体にとって利用しやすく、視
聴覚教育の振興が図られる。

該当なし

低い 該当なし

　視聴覚ライブラリーで所有する教材、機材を提供することによって、教育施設及び社会教育団体において、教養や芸術文化
の醸成に寄与している。多様化高度化する学習ニーズに応えることが、視聴覚教育を推進する上でも重要な事業である。

低い 該当なし
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